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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

（条件変更等）
第１８条 受注者は、業務を行うに当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。
一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと

（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。
二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。
三 設計図書の表示が明確でないこと。
四 履行上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な履行条件が実際と相違

すること。
五 設計図書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態

が生じたこと。

２ 発注者は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実
を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、
受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示
する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、
その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむ
を得ない理由があるときは、あらかじめ、受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長する
ことができる。

４ 前項の調査の結果により第１項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要
があると認められるときは、発注者は、設計図書の訂正又は変更を行わなければなら
ない。

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必
要があると認められるときは、履行期間若しくは業務料を変更し、又は受注者に損害を
及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（設計図書等の変更）
第１９条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書

又は業務に関する指示（以下この条及び第２１条において「設計図書等」という。）の変更
内容を受注者に通知して、設計図書等を変更することができる。この場合において、発注
者は、必要があると認められるときは履行期間若しくは業務料を変更し、又は受注者に
損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

平成8年2月29日港管第444号
最終改正 令和2年3月30日国港総第720号

港湾局長から特定部局長あて
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○設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）



１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

（業務の中止）
第２０条 第三者の所有する土地への立入りについて当該土地の所有者等の承諾を得る

ことができないため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、
暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）であって、受注者の責め
に帰すことができないものにより作業現場の状態が著しく変動したため、受注者が業務
を行うことができないと認められるときは、発注者は、業務の中止内容を直ちに受注者に
通知して、業務の全部又は一部を一時中止させなければならない。

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは業務の中止内容を受注
者に通知して、業務の全部又は一部を一時中止させることができる。

３ 発注者は、前２項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認め
られるときは履行期間若しくは業務料を変更し、又は受注者が業務の続行に備え業務の
一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な
費用を負担しなければならない。

（受注者の請求による履行期間の変更）
第２３条 受注者は、その責めに帰すことができない事由により履行期間内に業務を完了

することができないときは、その理由を明示した書面により発注者に履行期間の延長変更
を請求することができる。

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められる
ときは、履行期間を延長しなければならない。発注者は、その履行期間の延長が発注者
の責めに帰すべき事由による場合においては、業務料について必要と認められる変更を
行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（業務に係る受注者の提案）
第２１条 受注者は、設計図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他

改良事項を発見し、又は発案したときは、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき
設計図書等の変更を提案することができる。

２ 発注者は、前項に規定する受注者の提案を受けた場合において、必要があると認める
ときは、設計図書等の変更を受注者に通知するものとする。

３ 発注者は、前項の規定により設計図書等が変更された場合において、必要があると
認められるときは、履行期間又は業務料を変更しなければならない。
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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

（発注者の請求による履行期間の短縮等）
第２４条 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間

の短縮変更を受注者に請求することができる。

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務料を変更し、
又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（履行期間の変更方法）
第２５条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議

開始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知
する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に
通知するものとする。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第２３条の場合
にあっては、発注者が履行期間の変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては、受注
者が履行期間の変更の請求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合
には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。

（業務料の変更方法等）
第２６条 業務料の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開

始の日から、１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知
する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聞いて定め、受注者に通
知するものとする。ただし、発注者が業務料の変更事由が生じた日から７日以内に協議
開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知する
ことができる。

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合
に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。
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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

Ⅲ-6

（臨機の措置）
第２７条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらな

ければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ
、発注者の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、
この限りでない。

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を発注者に直ちに通知し
なければならない。

３ 発注者は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、受注者
に対して臨機の措置をとることを請求することができる。

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置
に要した費用のうち、受注者が業務料の範囲において負担することが適当でないと認め
られる部分については、発注者がこれを負担する。



２．港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書（抜粋）
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1－24 履行期間の変更
受注者は、契約書第22条に基づき履行期間の延長を求める場合、発注者と受注者の協

議の前に当該変更が履行期間変更協議の対象であるか否かを調査職員と受注者との間
で確認するものとし、調査職員はその結果を受注者に通知するものとする。受注者は、履
行期間変更協議の対象であると確認された場合、確認された事項を、必要とする延長日
数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付し、契約書第24条第２項に定める協
議開始の日までに履行期間延長申請書を発注者に提出しなければならない。

1－23 契約変更
１）発注者は、次の各号に掲げる場合、調査設計業務の契約変更を行うものとする。

(1) 調査設計業務内容の変更により契約金額に変更を生じる場合
(2) 履行期間の変更を行う場合
(3) 受注者と協議し、調査設計業務の実施上、必要があると認められる場合
(4) 契約書第26条の規定に基づき受注者が臨機の措置を行った場合
(5) 契約書第30条の規定に基づき契約金額の変更に代える業務内容の変更を行った場合

２）発注者は、前項の場合、変更する契約図書を次の各号に基づき作成するものとする。
(1) 第19条の規定に基づき受注者に指示した事項
(2) 調査設計業務の一時中止に伴う増加費用及び履行期間の変更等決定済みの事項
(3) その他受注者と協議で決定された事項

平成31年3月29日国港技第91号
港湾局長から特定部局長あて

○港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書(抜粋)

1－ 4 設計図書の点検
受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合、調査職員に書面により通知

し、その指示を受けるものとする。



２．港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書（抜粋）
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1－25 一時中止
１）発注者は、契約書第20条第１項の規定により次の各号に該当する場合、受注者

に通知し、必要と認める期間、調査設計業務の全部又は一部を一時中止させる
ことができるものとする。
(1) 第三者の土地等への立ち入り許可が得られない場合
(2) 関連する他の調査設計業務等の進捗が遅れたため、調査設計業務の続行を不適当

と認めた場合
(3) 環境問題等の発生により、調査設計業務の続行が不適当又は不可能となった場合
(4) 災害等により、調査設計業務の対象箇所の状態が変動した場合
(5) 第三者及びその財産、受注者及び協力者等並びに調査職員の安全確保のため必要

があると認めた場合

２）発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は調査職員の指示に従わない等、調
査職員が必要と認めた場合、業務の中止内容を受注者に通知し、調査設計業務
の全部又は一部を一時中止させることができるものとする。

３）発注者は、受注者が災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する協定に
基づき出動要請を受け、緊急的な応急対策を実施する必要が生じた場合は、受
注者と協議を行い、必要があると認めるときは、受注者に通知し、調査設計業
務の全部又は一部を一時中止させることができるものとする。

４）受注者は、前３項により業務を一時中止する場合、屋外で行う調査設計業務の
現場を調査職員の指示により保全するものとする。


